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山脇啓造 略歴

◼東京大学法学部、コロンビア大学国際関係大学院、明

治学院大学を経て現職

◼1990年代から国と自治体の外国人施策を研究

◼東京都、群馬県、長野県、山形県、高知県、浜松市、豊

田市、鈴鹿市、中野区、世田谷区、千代田区、多文化共

生都市会議（旧外国人集住都市会議）

◼総務省（多文化共生研究会）、外務省、法務省、文科省
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構 成

◼ はじめに

◼ これまでの取り組み

◼ 外国の取り組み

◼ 今後の課題
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はじめに
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外国人住民

◼1990年108万人（0.9%）

◼2005年201万人(1.6%)

◼2022年308万人(2.5%)

◼２０２５年４１３万人(3.3%)

◼3年で100万人増のペースが今後も続く
と、204０年代前半に１０００万人を超え、
1割に到達？
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多文化共生

◼地域における多文化共生＝「国籍や民族などの
異なる人々が、互いの文化的ちがいを認め合い、
対等な関係を築こうとしながら、地域社会の構
成員として共に生きていくこと」（総務省多文化
共生研究会、2006、「多文化共生1.0」）

◼コミュニケーション支援、生活支援、意識啓発と
社会参画支援、地域活性化の推進やグローバル
化への対応（2020、多文化共生2.0）

◼国・自治体・企業・市民社会が連携する「多文化
共生3.0」へ
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これまでの取り組み
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日本の取り組みの特徴

◼自治体が国に先行
 外国人集住都市会議（浜松市、2001）
 多文化共生推進協議会（愛知県、2004）
◼多文化共生（総務省2006） 

←阪神大震災（１９９５）
◼やさしい日本語(入管庁・文化庁2020) 

←阪神大震災（１９９５）

⇒ボトムアップ型
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国の取り組みの歴史

◼２００６～２０１２
「多文化共生」、総合的対応策「生活者としての外国人」、
住民基本台帳

◼２０１２～２０１８
外国人材の活用、技能実習

◼２０１８～２０２５
特定技能、総合的対応策「受入れ・共生」、日本語教育

◼２０２５～
「秩序ある共生社会」、育成就労、日本語・生活学習
プログラム
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外国の取り組み
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欧米諸国のトレンド

◼～1960年代 同化主義

◼１９７０年代 多文化主義（カナダ＆豪州）

◼２０００年代 欧州：多文化主義批判

→統合プログラムを整備

◼２００４ EU移民統合政策の共通基本原則

（双方向性）

◼2008 欧州評議会：ｲﾝﾀｰｶﾙﾁｭﾗﾙ･ｼﾃｨ

→ｲﾝﾀｰｶﾙﾁｭﾗﾘｽﾞﾑ

◼２０１３  米国：ｳｪﾙｶﾐﾝｸﾞ･ｼﾃｨ
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移民統合政策の4類型

①社会包摂型（カナダ・台湾）
②市民統合型（フランス・オランダ）
③包摂統合型（ドイツ・韓国）
④市場依拠型（米国・英国)

＊日本は？

③

①

②

④

支援

要請



今後の課題
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ロードマップの限界

◼体制整備（法律、組織、財源）への言及なし

◼国、自治体、企業等の役割分担や連携の

在り方が不明（省庁連携の不足）

◼防災、医療、居住など、ライフステージを

またいだ課題の位置づけが弱い
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自治体による提言（1）

◼ 2019/7 指定都市市長会「共生の概念をはじめ・・・施策実施の

根拠となる基本的法律」

◼ 2022/1 外国人集住都市会議「SUZUKA宣言」（基本法）

◼ 2023/1 外国人集住都市会議「おおいずみ宣言」

◼ 2023/8 指定都市市長会「外国人政策に係る要請」

◼ ２０２３/8 多文化共生推進協議会「多文化共生社会の推進に関

する提言」

◼ 2024/1 外国人集住都市会議「こまき宣言」

◼ 2024/8 多文化共生推進協議会「多文化共生社会の推進に関

する提言」（基本法）
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自治体による提言（2）

◼２０２５/7 全国知事会「外国人の受入と多文化
共生社会実現に向けた提言」（基本法）

◼２０２５/8 多文化共生社会推進協議会
「多文化共生社会の推進に関する提言」

◼2025/11 外国人集住都市会議「そうじゃ宣言」
◼2025/11 全国知事会「共同宣言」

◼自治体の提言：法律、組織、財源
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経済界の提言

◼2025/5 経済同友会

◼2025/12 経団連

◼2026/5 日本商工会議所

◼基本法、省庁横断的組織

◼企業の役割

◼共生のコスト（国、自治体、企業）
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論点

◼出入国管理政策と統合政策を規定する

一つの法律か、二つの法律か

◼出入国管理政策と統合政策を所管する
一つの組織か、二つの組織か

◼自治体の多文化共生施策の財源
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法律

◼出入国管理政策と統合政策を規定する法律は 
   分かれている国が多い

◼例外： カナダ 2002 移民・難民保護法
ドイツ  2005 移住・滞在・統合法

◼共生社会基本法
①国の責務の明確化
②自治体の多文化共生の位置づけ
③秩序と包摂の両立      
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組織

◼統合政策を所管する省は入管政策を 所管
する省以外の複数の省に分散している国が
多い

◼例外：ドイツ（内務省）、オーストラリア（内務
省） 但し、実施は州政府や自治体に委ねる

◼多文化共生庁/外国人共生庁/社会統合庁
（＆入管庁）
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財源
◼日本語教育、相談窓口、外国人児童生徒教育、
医療通訳、防災等自治体に負担が集中→安定
財源が必要

◼地方交付税（恒常的）

◼多文化共生交付金（３～５年）

◼補助金：特定の施策（単年度）

◼経済界と連携した多文化共生基金
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多文化共生社会の基盤となる
社会包摂プログラム

◼初期適応プログラム（入国前～3年）

  入国前：オンライン講座

  入国後：日本語・生活・就労の支援を提供。

  受講は在留や就労の加点要素とする。

◼定住支援プログラム（5年～）

日本語＋市民教育。修了や試験合格を永住・

帰化申請の加点要素とする。

◼国が制度設計を担い、自治体・企業・市民社会

と協働する。
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「私の視点」（2002年11月）

外国人政策ー多文化共生
へ基本法制定を

「基本法の目的は、…人権
尊重など基本理念を定め、
国や都道府県に基本計画
の策定を義務付け、施策の
推進体制を整備する」
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◼「基本法とは」『国際人流』2026年7月号

◼『日本と台湾の移民政策ー多文化共生社会の
形成に向けて』（明石書店、2025）
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